
　社会資本総合整備計画 社会資本整備総合交付金             令和05年02月15日

計画の名称 射水市における物流拠点へのアクセスの強化と安全・安心な暮らしを支える道づくり（3期）

計画の期間   令和０５年度 ～   令和０９年度 (5年間) 重点配分対象の該当

交付対象 射水市

計画の目標 物流拠点へのアクセス道路を整備し、活力ある地域づくりを行う。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）                 711  Ａ                 711  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

R5当初 R7末 R9末

   1 幹線道路と物流拠点とを結ぶアクセス道路等の整備率の向上を図る。

アクセス道路等の整備率を算出する。 46％ 75％ 89％

（整備率）＝（評価時点の計画路線整備済延長）／（計画路線延長：3.65km）×100

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む － 避難確保計画の策定 避難行動要支援者名簿の提供

1 案件番号： 0000462458



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 R05 R06 R07 R08 R09 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

道路事業 A01-001 道路 一般 射水市 直接 射水市 市町村

道

改築 （他）三ケ34号線　三ケ

・稲積

歩道整備　1.47km 射水市  ■  ■          31 －

A01-002 道路 一般 射水市 直接 射水市 市町村

道

新設 （他）今井北高木線　今

井・新開発

道路新設　0.40km 射水市  ■          61 －

A01-003 道路 一般 射水市 直接 射水市 市町村

道

新設 （他）三ケ34号線　稲積 道路新設　0.52km 射水市  ■  ■  ■  ■  ■         380 －

A01-004 道路 一般 射水市 直接 射水市 市町村

道

改築 （１）朴木赤井線　沖塚

原

拡幅整備　0.85km 射水市  ■  ■  ■  ■  ■         239 －

 小計         711

合計         711

1 案件番号： 0000462458



計画の名称 53 射水市における物流拠点へのアクセスの強化と安全・安心な暮らしを支える道づくり（3期）
計画の期間 令和５年度～令和９年度（５年間） 射水市

市役所庁舎、警察署

鉄道駅、高速道路IC

基幹事業

関連社会資本整備事業

効果促進事業

社会資本整備円滑化地籍整備事業

（参考様式３）　参考図面（社会資本整備総合交付金）

交付対象
変更回数

射水市役所布目分庁舎

射水市役所

射水市役所大島分庁舎

小杉駅

越中大門駅

A01-001 三ケ34号線 三ケ・稲積（改築）

A01-003 三ケ34号線 稲積（新設）

射水警察署

小杉IC

A01-002 今井北高木線 今井・新開発（新設）

A01-004 朴木赤井線 沖塚原（改築）



事前評価チェックシート
 計画の名称： 射水市における物流拠点へのアクセスの強化と安全・安心な暮らしを支える道づくり（3期）

事　　前　　評　　価 チェック欄

I． 目標の妥当性
射水市総合計画の「企業誘致の推進」「地域をつなく道路網の整備」の施策に整合している。 〇

I． 目標の妥当性
射水市総合計画の市民ニーズ実態調査結果より、「交通安全対策の推進」は重要度が高く満足度も高い施策として今後も継続的な施策の推進が必要であり、「活力ある工
業の振興」は重要度が高く満足度が低い施策として今後優先的に対応が求められている。

〇

II． 計画の効果・効率性
整備計画の目標に合わせた定量的指標としている。 〇

II． 計画の効果・効率性
実績を基にした指標であり、分かりやすさに配慮した指標としている。 〇

II． 計画の効果・効率性
目標達成に必要な事業を要素事業として位置付けており、整合性を確保している。 〇

II． 計画の効果・効率性
実績を基にした指標であり、中間・事後調査を実施できる。 〇

II． 計画の効果・効率性
目標達成に必要な事業を要素事業として位置付けており、事業効果が得られる計画となっている。 〇

III．計画の実現可能性
事業地区の地縁団体と事前に協議を重ね、円滑に事業を実施できる環境が整っている。 〇

III．計画の実現可能性
要素事業の位置付けにあたり、地元関係者からの強い要望を確認している。 〇

1  案件番号：0000462458


